









































































































































11) Dreiundvierzigstes Gesetz zur Änderung des Strafgesetzbuches-Strafzumessung




13) Entwurf eines... Strafrechtsänderungsgesetzes-Beschränkung der Möglichkeit zur
Strafmilderung bei Aufklärungs-und Präventionshilfe (... StrÄndG), BR-Drucks.
172/12.
14) なお，連邦参議院の内務委員会（Der Ausschuss für Innere Angelegenheiten）は，
2012年月30日，連邦参議院に同法案を拒絶するように求めている（BR-Drucks.













































17) BverfGE 77, 65, 76.
18) 従来までの王冠証人規定に関する論考として，Vgl. Jaeger, Der Kronzeuge unter
besonderer Berücksichtgung vom §31 BtMG 1986; Bocker, Der Kronzeuge 1991;
Hoyer, Die Figur des Kronzeugen, JZ 1994, 233; Breucker, Die Bewährung der
Kronzeugenregelung in der gerichtlichen Praxis 1997: ders , Die Kronzeugenregelung
1999; Bruecker/Engberding, Die Kronzeugenregelung 1999;Mehrens, Die Kronzeugen-
regelung als Instrument zur Bekämpfung organisierter Kriminalität 2001.
19) Sch/Sch-Kinzig, §46 b Rn. 2.,28. Aufl. 2010.
20) 詳細については，Bocker aaO, S. 11 ff., 38 ff.
21) BR-Drucks. 176/75; BT-Drucks. 10/6286.
22) Gesetz zur Änderung des StGB, der StPO, des GVG, der Bundesrechtsanwaltsord-
nung und des Strafvollzugsgesetzes vom 18. 8. 1976, BGBl. I, S. 2181.
23) BT-Drucks. 11/17.
24) Gesetz zur Änderung des Stfargesetzbuches, der Strafprozeßordnung und des
Versammlungsgesetzes und zur Einführung einerKronzeugregelung bei terroristi-



















25) Gesetz zur Änderung des Gesetzes zur Änderung des Strafgesetzbuches, der
Strafprozeßordnung und des Versammlungsgesetzes und zur Einführung einer
Kronzeugeregelung bei terroristischen Straftaten (Kronzeugen-Verlängerungs-
Gesetz) vom 16. Februar 1993, BGBl. I, S. 238.
26) Zweites Gesetz zur Änderung des Gesetzes zur Änderung des Strafgesetzbuches,
der Strafprozeßordnung und des Versammlungsgesetzes und zur Einführung einer
Kronzeugeregelung bei terroristischen Straftaten (Zweites Kronzeugen-Verlänge-
rungs-Gesetz) vom 19. Januar 1996, BGBl. I, S. 58.
27) 2009年以前において，いわゆる王冠証人規定に賛成する立場としては，例えば，
Peglau, Überlegungen zur Schaffung neuer „Kronzeugenregelungen“, ZRP 2001, 103,
104.
28) Gemeinsam fur Deutschland. Mit Mut und Menschlichkeit., Koalitionsvertrag von



















29) Gemeinsam fur Deutschland aaO, S. 140f.
30) Vgl. Beulke, Strafprozessrecht, 10. Aufl. 2008, Rn. 342.




法律案（Entwurf eines... Gesetz zur Änderung des Strafgesetzbuchs-Strafzumessung
bei Aufklärungs-und Präventionshilfe (... StrÄndG), BR-Drucks. 353/07, BR-Drucks.
353/07, S. 1.）を提出し，その後，この法案は，連邦参議院の審議を経て連邦議会
に送付されている（BR-Drucks. 353/1/07.）た。
33) NK-Streng, §46 b Rn. 1; S/S-Kinzig aaO Rn. 3.






















35) BT-Drucks. 16/6268, S. 1; Jeßberger, Stellungsnahme vor dem Rechtsausschuss des
Deustchen Bundestages am 25. März 2009 zu dem Entwurf eines... Gesetztes zur
Änderung des Strafgesetzbuches-Strafzumessungs bei Aufklärungs-und Prävention-
shilfe (... StRÄndG)-Drucksache 16/6268, S. 1, 3; Kapser, Kronzeugeregelung?, ZRP
2011, 159, 159; NK-Streng, §46 b Rn. 1; S/S-Kinzig, Rn. 1; Fischer, Strafgesetzbuch 59.
Aufl. 2012, §46 b Rn. 3; Kindhäuser LPK-StGB, 3. Aufl. 2006, §46 b Rn. 1, 2.
36) MK-Maier, BtMG §31 Rn. 209.
















38) §129 Abs. 6 Nr. 2 iVm §129a Abs. 7 StGB.
39) NK-Streng, §46 b Rn. 14; Sch/Sch-Kinzig aaO Rn. 28; Fischer aaO, Rn. 7;
Kindhäuser aaO Rn. 6.






果がある。Vgl. Mühlhoff/Pfeiffer, Der Kronzeuge, ZRP 2000, 121, 122.
43) なお，いわゆるカルテル法における王冠証人規定については，vgl. Häberle, Die
Kronzeugenmitteilung der Europäischen Kommission im EG-Kartellrecht 2005;
Picout, Die Kronzeugenregelung im Eg-Kartellrecht 2004。
44) §34 Abs. 1. Alt 15, 17 öStGB.
45) Rahmenbeschluss des Rates vom 13. Juni 2002 zur Terrorismusbekämpfung
(2002/475/JI), ABl. L 164/3.



















47) Art. 5, 6.




50) Hassemer, Kronzeugenregelung bei terroristischen Straftaten, StV 1986, 552, 552f;
Lammer, Terrorbekämpfung durch Kronzeugen ZRP 1989, 250, 250f.
51) Art. 6 Abs. 1 EMRK.
52) König , Kronzeugeregelung?, ZRP 2011, 159, 159.
53) Beulke, Strafprozessrecht, 12. Aufl. 2012, Rn. 342; Rüping, Das Strafverfahren, 3.























54) Kapser aaO, 159.
55) Roxin/Schünemann, Strafverfahrensrecht 26. Aufl. §14 Rn. 19.
56) Roxin/Schünemann aaO, §14 Rn. 19; Frank/Titz, Die Kronzeugenregelung
zwischen Legalitätsprinzip und Rechtsstaatlichkeit, ZRP 2009, 137, 138.
57) Art. 6 Abs. 2 EMRK.
58) Frank/Titz aaO, 139; Mushoff, Die Renaissance der Kronzeugenregelung, KritV
2007, 366, 366ff: König aaO, 159.
積極的には考慮することができないとも考えられよう。ただ，当のドイツ
刑法典においても，その 46条項の規定により，行為後の態度



















59) Sch/Sch-Stree, 25. Aufl. 2007, §46 Rn. 39; Jeßberger, Kooperation und
Strafzumessung 1999, S. 65ff; Kapser aaO, 159. なお，王冠証人規定に批判的な立場
の見解の中には，この点をにも言及して，王冠証人規定は必要ないとするものもあ
る（König aaO, S. 159）。
60) Peglau aaO (Anm 27), 104.







































































64) Gesetz zur Regelung der Verständigung im Strefverfahren vom 29. Juli 2009, BGBL.
I. S. 2353. この新法については，加藤克佳「日本の刑事裁判と合意手続」刑ジ22号
頁，池田公博「ドイツの刑事裁判と合意手続」刑ジ22号23頁，ドゥットゲ（加藤
克佳訳）「ドイツ刑事訴訟における合意」名城61巻号21頁のほか，滝沢誠「ドイ
ツの刑事訴訟における合意について」専修ロージャーナル号159頁以下がある。
65) 松尾浩也＝井上正仁編『刑事訴訟法の争点〔第版〕』（有斐閣，2002）112頁
〔長沼範良〕。
66) なお，加藤康榮「検察官の適正な公訴権行使と司法取引」日本大学法科大学院法
務研究	号24頁以下は，検察官の適正な訴追裁量権の行使により，司法取引が可能
とする。
67) 問題は，その実体的真実におけるその内容であるが，司法取引との関係について
の詳細は，川出敏裕「司法取引と刑事訴訟法の諸原則」刑法50巻号頁以下。
批判の多くは，検察官の訴追裁量を認め，かつ，当事者主義に立脚するわ
が国の刑事訴訟に直ちにあてはまるものではないと考えられるからである。
というのも，同様の場合，わが国においては，検察官に訴追裁量権が付与
されていることから，被疑者が事案の真相の解明に協力できる供述をした
ことによって，その者に対する刑事訴追ができないという結果に至ったと
しても，検察官の訴追裁量を通じている限りにおいては，このような批判
は，わが国には当てはまるものではないものと思われるからである68)。
また，共犯者の一部のみが訴追され，他の共犯者が訴追されないという
点に着目すると，大法廷判決が含意しているとも思われる，共犯者の一部
のみが訴追され，他の共犯者が訴追されないという犯罪に利害のある者に
直接関係するという点と関係しよう。しかし，判例は，共犯者の一部のみ
を訴追したとしても，そのことそれ自体をもって違法という立場には立っ
ていないから69)，共犯者の一部が事案の真相を解明するために供述し，他
の共犯者が訴追されたことそれ自体は，その者の刑事責任が減免されると
いう点についてみても，決定的に問題となるものではないと考えられる70)。
．刑事責任の減免
王冠証人規定が適用された場合には，被告人の刑が減軽されるか，刑が
免除される法的効果に着目した場合には，その批判は，犯罪行為を行った
ことが明らかな者が刑事責任が減免されることが許されるかという点に帰
結しよう71)。その意味では，このような点に着目した上での王冠証人規定
46
68) なお，渥美・前掲注（62）146頁は，実務上，捜査機関が明確や約束を取らずに
行う事実上の刑事免責を，「以心伝心」のものであるとする。
69) 最決昭和56・・26刑集35・・426。
70) 井上正仁「刑事免責と嘱託証人尋問調書の証拠能力（）」ジュリ1072号143頁，
川出・前掲注（注15）「ジュリ1228」141頁，同注（67）
頁以下。なお，宇藤崇
「司法取引と量刑的考慮について」刑法50巻号22頁以下。
71) なお，犯罪組織あるいはテロ組織に属している者から，犯罪組織に関する供述を
に対する批判は，国家訴追主義，起訴法定主義，職権主義等が貫徹され，
行為者の処罰が，理論上はわが国と比較して，強く求められやすいドイツ
法における特徴とも考えらえる。もっとも，そのドイツにおいては，被疑
者・被告人の刑事責任が既存の制度を通じて減免される機会はないわけで
はないことからしても，王冠証人規定の適用それ自体をもって，犯罪に関
与した一部の被告人の刑事責任が減免されるという批判は，いくらかは感
情的なものとも考えられる。そうすると，むしろ，この問題は，わが国の
レベルにおいては，国家刑罰権の在り方との関係での前掲ロッキード事件
大法廷判決のいう国民の法感情からみた公正感というものに帰着すると考
えられる。
その一方で，わが国の実体刑法学においては，刑の量定に関する議論が
積極的になされるようになってきており72)，いわゆるオウム真理教による
地下鉄サリン事件の実行犯に対する無期懲役刑を言い渡した判決73)等を契
機として，被告人が真実の解明に積極的に協力したことを刑の量定の一資
料として評価できるか，できるとすれば，どの程度まで行うことができる
のかについて議論されてきているが74)，一般的には，この点については肯
定的と考えられよう。
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得ることは，諸外国の法制度においては禁じられていない。そのような者が犯罪組
織に関する供述をすることによって，犯罪組織の指揮命令系統，個々の構成員の役
割分担，犯罪やテロリズムの今後の計画といった犯罪組織の全貌が明らかになり，
ひいては，犯罪捜査や刑事訴追において，犯罪の全容が明らかとなったり，個々の
行為者の刑事責任の範囲が限定され，それゆえに，有効な組織犯罪及びテロリズム
に対する刑事法上の対応を採ることもでき，また，場合によっては，犯罪の発生を
未然に防ぐこともできる場合もありうると考えられる（川出・前掲注（
）239頁
以下）。
72) 例えば，城下裕二『量刑理論の現代的課題〔増補版〕』（成文堂，2009），原田國
男『量刑判断の実際〔第版〕』（立花書房，2008），大阪刑事実務研究会編『刑の
選択・量刑手続』（判例タイムズ社，2011）等。
73) 東京地判平成10・・26判時1648号38頁。
74) 長瀬敬昭「被告人の真実解明への積極的協力と量刑」判タ1286号72頁。
しかも，わが国の刑事訴訟においては，被疑者・被告人の刑事責任が減
免される制度を通じた減免がなされており，しかも，真実の解明に積極的
に協力したことが訴追裁量の一資料として用いることは否定されてはいな
い。しかも，共犯者の一部に対しても，そのような効果は否定されていな
いものと考えられる。そうすると，前掲ロッキード事件大法廷判決のいう
国民の法感情からみた公正感というものは，被告人の刑事責任を減免する
制度の導入における障壁としては，必ずしも決定的に大きなものではなく，
むしろ，その事案における嘱託証人尋問調書の証拠能力を否定するにあた
って，わが国で採用されていない刑事免責を付与したという点を批判する
根拠の一つに過ぎないものと考えられよう。ただ，そうだとは言っても，
そのような国民の法感情からみた公正観を得られるようにするためには，
対象犯罪を限定したり，犯罪の態様を組織的な背景により行われた犯罪に
限定する等して，立法により明確にすることは好ましいようにも思われる。
．供述の信用性について
王冠証人の供述は，他の共犯者に刑事責任を転嫁することになるから，
その供述の信用性は担保されないという懸念はあろう75)。確かに，このよ
うな懸念は正鵠を得ているものの，この点は共犯者の供述それ自体にも当
てはまるものであり，そうだからと言って，そのような共犯者の供述を用
いて事実認定を行うことまでは，ドイツにおいても，わが国においても，
否定されてはいない。ドイツにおいては，新たな王冠証人規定については，
裁判所の留保があることから，その問題はさほど大きくなりづらいものと
48
75) なお，アメリカ合衆国の刑事免責制度と比較して，王冠証人規定は虚偽供述の誘
因となる危険性を指摘するものに，酒巻匡「刑事免責（訴追免除）制度について」
ジュリ1148号253頁。刑事免責制度の歴史については，井上和治「共犯者による捜
査・訴追協力と減免的措置の付与（）〜（）」法協123巻号122頁以下〜同124
巻12号頁以下。
考えられるが，わが国において被告人の刑事責任を減免する制度の導入が
検討されているという文脈においては，この点については，責任転嫁や巻
込みの危険性をチェックできることで，この懸念は払しょくすることがで
きるものと思われる76)。
なお，無罪推定の原則は，公訴を提起された被告人に合理的な疑いを超
える程度まで立証されていなければ有罪判決を言い渡すことができないと
いう証拠法上の原則であるから，被告人の刑事責任の減免に類する現行法
の既存の制度，例えば，検察官の不起訴処分や公訴の取り消しといったに
おいても，無罪推定の原則は関係しないのだから，これらは，別レベルの
ものと考えられる。
．今後の展望
以上，ドイツの新しい王冠証人規定を概観した上で，わが国における被
告人の刑事責任を減免することのできる制度と関連する問題点のいくつか
を検討した。今後，わが国で導入が予定されている被告人の刑事責任を減
免する制度については，現在のところ，法制審議会における審議状況から
必ずしもその内容が判明していないことから，引き続き，この点について
検討する必要はあるものの，上記の諸点を克服し，裁判所による供述の信
用性，責任転嫁や巻き込みの危険性をチェックできる方策を担保する等し
て立法による整備を行えば，被告人の刑事責任を減免することのできる制
度をわが国の刑事訴訟に導入することは許容されるものと考えられる。そ
の観点から，ドイツの新たな王冠証人規定は，一定程度までは，参考にな
るものと思われる。
〔付記〕なお，本稿は，平成22年度専修大学研究助成（個別）によるものの一部である。
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76) なお，川出・前掲注（15）「経済犯罪」141頁以下。
